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アジアか らの出稼 ぎ労働 と送金行動






グローバル化の進展い ともない、 日本 に就労を目的 とした外国人労働力が流入 している。農村か ら都




いる。しか し経済のグローバル化に伴ない口堺 の貿易量は著 しく増大 したにもかかわらず、雇用の確保、
所得の上昇や安定化を求めて、人の移動が大きな うね りとなって高まっている。20世紀がヨー ロッパを
舞台 とした人 口移動の世紀であったが、21世紀中葉まではアジア域内の労働移動がこれまでに経験 した
ことのない大規模なもの となって くると論 じられている(注1)。
アジア域内をは じめとしラテンアメリカやアフリカか らも、日本へ単純労働の就業を求める外国人労
働力が流入 している。 また、急速な高齢化の進展に伴ない 日本国内でも、外国人単純労働力の導入 を求
める声が高まっている。外国人労働力が 日本で就労する場合、本国に何をもたらすのか、また日本に何
を もた らす のかさまざまな側 面から考察す る必要がある。外国人労働力を考える際、彼ら(彼女 ら)が
本国家族を背負 って来ているとい う側面は無視できない。流入先での就業行動 ・滞在期間等々の意志決
定は、本国家族の経済状況 を反映するので、この ような側面を捉えることは外国人労働受け入れ政策立






か ら移動者は本国家族へ送金 している。このように出稼ぎ労働者を送り出す要因は、送 り出 し国の どの






論 じてゆ く。第二章は、一国経済の発展 と送金の位置付けさらに、ミクロ的な送金行動の特徴を調査資
料 を基礎に論 じる。第三章では、外国人労働力の送金行動 を 「利他主義仮説」から検証するためのモデ





表2.1は、「経済発 展 と国際 労働移 動を促進す る要因 」を示 した ものであ る。 タイ とフィ リピンか らの




PHL PHL THA THA
農業 31.3 26.9 650 46.9
工業 12.8 12.5 12.3 17.0
サービス業 55.8 60.7 22.7 36.1
②産業別就業構造
PHL PHL THA THA
農業 452 39」 64.0 48.5
工業 15.0 15.6 140 1a4











ジニ係数 最上位0臥 ロ 下位10%のGDP
PHL"997) 46.2 36.6 2.3















2,1経 済 発 展 と女 性 の就 業 構 造
表2.1一② を見 ると、1990年か ら99年の10年間 で、両国 の農業 労働者 が減少 す る一方 で フィ リピンでは
工業 部 門の労 働力比率 が…定 でサー ビス業の就 業者 が拡大 してい る。 また、 タイでは 工業部門 とサー ビ
ス部門 の両方 で就 業比率が 拡大 してい る特徴が 見 られ る。 この よ うな就 業構 造変化が 、女性 の就 業構造
に どの よ うな変化 を もた らしたか を表2.1一① か ら見 る。 フィ リピンでは 、農業 部門 を支 えてい る労働者
は男性 で あ り、1999年の 女性 の農i業就業 比率 は26.9%で全 体 の比率39.1%を大 きく下回 り、農 業部門 か
ら流 出 した女 性労 働力 の雇 用吸収 は 、サー ビス産業 であ る ことが示 されてい る。1999年には女性サー ビ
ス産 業就 業比率 は60.7%で、全体 の比率45.3%を大 き く上回 ってい る。
この よ うな現 象 はタイに も見 られ るが 、フ ィ リピンの就 業構造 よ りも女性 と男性 の就 業構 造 がほぼ近
似 して いる。 農 業就業 比率が90年の65%から99年に46.go/。に下落す る一方 で 、工業 部門 とサー ビス部 門
の就 業比率 を 上昇 させ ている。 しか し一国の平均 と比較 す る と、90年代 に女性 の就業先 が、男性 に比 べ
サ ー ビス産 業 に偏 る傾 向を示 してい る。農 業部門 か らの就 業者 の流出が 、工業化 の進展 に よ り工業部 門
の就業比 率 を高め 、 しか も工業 部門の女性 労働 に対す る雇 用吸収 力が フ ィ リピンよ りも高い こ とを示 し
てい る。
両 国の経済 発展 の結果 、両国 の一一人 当 た り所 得 は上昇 し、フ ィ リピンで は1143.4〈ig95年US$)ドル、
タイ では2710.7(1995年US$)ドル とな った。 また、国 内の所得 格差 は、表2.1一④ に示 してい る。 フィ
リピンのジニ係 数は46.2、タイ は41.4である。各国の貧 困 ライ ン以 下の人 口比率は、フィ リピンが41.0%
に のぼ り、 タイでは13.0%であ る。 また、一一日1ドル 以下 で生 活す る人 口比 率で は、 タイは0.1%に対 し
フ ィ リピンは27.5%にの ぼ り、両国 の貧困 問題 は依然深刻 であ る。 また 貧困者 と日本の所得格 差が著 し
く大 きい こ とは言 うまで もない(注2)。 表2.1一⑤ は失 業率 を示 してい るが、 フィ リピンの女性 の失業率
は9.2%、タイで は3.0%である。
経 済成 長 に伴 な う女性 の就 業構 造変化 は、農村 か ら都 市へ の人 口移動 を伴 ってい る。都 市へ移動 した
人 口は、確実 に工 業 ・サ ー ビス業 の就業 機会 を得 るわ け ではな く、失業 や不完 全雇用 に直面 して い る。
つま り両国 の国 内の所得 格差 ・貧困人 口比率が 依然 と して高 く、 さらに フィ リピンでの高い失業 率は、
よ り良き経 済状 況 を求 める出稼 ぎ労働 者 を押 し出す根源的 要因 とな っている(注3)。
2.2各 国 の 出 稼 ぎ 労 働 と送 金 に つ い て
表2.2は両 国の1999年の海 外へ の移 住者数 を示 した ものであ る。フ ィ リピンは、総数40508人で、63.8%
の2.6万人が 女性 で ある。59.6%はアメ リカ へ、 また 日本 は10.4%であ った。一方 タイ の 出稼 ぎ者数 は
97621人にのぼ り、こち らは男性 が85.4%の8.3万人で 、女性 は1.7万人であった。出稼 ぎ先は東 ア ジアの
高所得国 であ る。61,2%が台湾 へ、ま た5.io/。の3428人が 日本へ流入 してい る。以上は1999年の状況 であ
るが、 フィ リピンの出稼 ぎ労働 者数 は2000年には480万人 に達 してい る。
出稼 ぎ労働 者 の本国 への送金 は、工業 部門に必 要な原材 料 ・部 品の輸入や 、エネル ギー輸入 さらには
債 務 返済 等 をま かな う一 国の経 済発展 において重 要な役割 を担 ってい る。 フ ィ リピンの本国へ の送金 額
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は、2000年には51.0億ドル にの ぼ り、 同国 の財 ・サー ビス輸出額312億ドル の1/6に達 してい る く注4)。
また 、タ イで も同様 に2001年の国 際収支表 の項 目f海 外 労働者 か らの送金 に よる所 得の受 け取 り」 を見
る と、出稼 ぎ労働 力の 送金 の重要性 が示 され る。2001年の海 外か らの送金 に よる受 取額 が、財 とサー ビ




1999 40508 14657 25851
出国先 USA Canada Australia Japan Germany
人数 24124 6712 2597 4217 550
Thailand
Total Men Women

















出 所:http://www.ilo.org/(iLOホー ム ペー ジよ り)
2.3フ ィ リ ピン と タ イ の 送 金 行 動 の 特 色 調 査 結 果 か ら
前節 で述 べた よ うに 、 タイ とフ ィ リピン経 済 におけ る出稼 ぎ労働 力の送金 額は …国経済 におい て大 き
な役 害ilを持 って い る。 そ こで、2001年に東京 西 部福 生 市駅 前で、 タイ とフ ィ リヒ。ンの出稼 ぎ労働者 の調
査 を行 った(注6)。 表2-3は、調 査デー タか ら二ヶ国の送金行 動の相違 をま とめた ものであ る。 この調査
は、夫 が妻 と同 じ国籍 のケー スのみ を対象 と した。 総数 は45件、 タイ人 は28件・フ ィ リピン人は17件で
ある。 本調査 の 回答者 は女性 で あ る。
配 偶者 が居 ると回答 した件数 は32件で、 夫 と同居 している家計 は25件で ある。 また子供 がい る家 計は
28件で、子供 と同居 して いる家 計 は8件で ある。 アジアか らの移 動は女性の 単身移 動 が多 い とい う特徴 が
あ るが 、 この調 査 では既 婚者が 多 く、子供 を本 国 に残 し夫 とともに流入 す るケー スが多いサ ンプル とな
った。
女性 移 動者 の平 均年齢 は35才(タ イは37才、 フィ リピンは32才)、平均教 育年数 は9.7年(タイは9.ll
年 、 フ ィ リピン は10.71年)、平均 目木 滞在年数 は6.9年(タイは7.4年、 フィ リピンは5.9年)であ る。彼
女 た ちの現在 の職業 の勤続期間 は 、平均50.8ヶA(タイは55.9ヶ月、 フィ リピンは43.7ヶ月)、一一日の労
働 時間 は平均8.25時間 、 この よ うな労 働か ら1ヶ月平均17.7万円の所 得を得 ている(タ イは17,3万円、 フ
ィ リピンは18.4万円)。送金 額 は1ヶ 月 平均6.34万円 と回答 してい る。 タイの平均 送金額 は5,21万円に対
























































































































































































































































































































































































































送金 とは移動者が家族との間で取 り決 めた 自発的暗黙の契約である。何故移動者は送金す るのか、 し
か も一定期間送金 し続ける理由は何なのか。その一方で、移動者の中には送金 しないケースもある。 こ
のような送金行動は、国 ・民族 ・性別 ・文化や諸制度等々により異なっている。送金行動の要因の一つ
に、移動者が本国の家族のめん どうを見る義務 を負 っているとする 「利他主義仮説」がある。 送金は、
ヨ




た結果である。 このような投資を行った親に対 し、移動者は本国での就業機会による所得よ りも高い所
得から、投資の返済として送金する義務を負っているとい う説明である(注7)。
親は移動者 となる子供を、どのよ うに選択 しているのであろうか。親は、子供を移動者に しようとい
う動機付けを持 って育てるのだろうか。発展途上国の どのような経済環境によって、親は子供を移動者
として他国に送ろ うとするのだろ うか。LucasandStark(1985)は、発展途上国の所得の低 さと不安定 さ
への リスク回避 ・リスクへの保険に移民の送 り出 し動機を説明 している(注8)。日本の外国人労働者の、
「送 り出 し家族における地位」に関する調査データはないが、送 り出し家計にとって安定的 ・持続的に
送金が履行され る子供を送 り出していることが考えられ る。
教育投資への返済仮説に加 えて、送 り出された移動者が本国家計に安定的 ・持続的に送金 を履行す る
理 由に、送金 の 「利他主義」仮説がある。移動者の効用関数は、移動者の収入か ら送金を差 し引いた所
得 を使ってもたらされる効用水準 と、移動者の送金によって本国の家族にもたらされ る効用水準の合成




上昇に満足度を高める判断をする行動をとるか らである。②本国家計の所得水準が低 く、限界的送金 の
増加 がもたらす本国家計の限界効用の増加が高い状況のケースでは、移動者の送金行動は活発で あるこ
とも、一「利他主義モデル」は結論付ける。③本国家計の家族の増加 ・所得の下落、経済危機 さらには天候
不順や災害等々による消費水準の緊急的下落が生 じた ときには、移動者は送金金額を増加 し、本国家計
の効用水準の回復に貢献 しようとす る。
また、「利他主義」仮説 を検証 した論文 として、110hammad,ButcherandGotsch1973,Johnsonand
Whitelaw1974,RempelandLobdelll978,KnwlesandAnker1981,カミあげられる。 これ らの論文では
送金 関数を導出 し、①移動者の所得が上昇 したときには、送金額の増加をもたらす②送 り出し家計の一
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人当たりの所得が下落 した時には、送金額が増額する。③送 り出 し家族構成員数が上昇 したとき、消費
規模の減少や、消費の限界効用の逓減によって送金額を増加 さることをもって、「利他主義仮説」の有意
性を検証 している。
3,2「利他 主 義」 を検 証 す るモ デル
移動者 の効用関数は、移動者の収入か ら送金を差 し引いた所得を使 ってもた らされる効用水準と、移
動者の送金によって本国の家族にもた らされる効用水準の合成で決定される効用関数を持っている。 こ
のような移動者の効用関数は、(D式に示 される。Zは、移動者の本国家族内の地位を示す変数である。
移動者か ら本国家族への送金が、強制的に一定期間、契約を取 り交わ していないにもかかわらず履行 さ
れる理由を、本論文では 「利他主義」仮説か ら考察 している。移動者の効用関数に、本国家族の効用関
数が組み込まれていること自体、移動者の 「利他」の心の状態を(1)の効用関数は示 している。 さて移動
者の 「利他jの 精神を履行する要因は、何だろうか。移動者の送金 を履行す る要因は、スタークが 「緩
和 され た利他主義 と賢明な利己主義の複合」仮説で示 しているよ うに、極端には 「利 己的要素」を内包
しているもの と考えることが妥当であろう(RobertE.,B.Lucas,andOdedStark,1985)。送金の履
行は、国別 ・性別 さらに民族別等々の側面か らみても多様である。そこで 「移動者の家族内の地位」を
導入 し、「利他主義」の側面か らタイとフィリピンの送金履行の要因を見てゆくモデル を提示する。
uロ、=U(Um,Uh)=u[Cm(W-R),V[Uh(Ch),z]] (1)
また、移動者の移動先での収入は、移動者の人的資本 と経験年数 の関数 とみなす ことができるので、予
算制約線 は(2)式となる。
W=G(X,E) (2)
移 動者 に、外生変数X,E,Zが与 え られ ると、(2)の予算制約線 の もとで、(1)の自己の効 用 を最大化す る
移 動者 の消費水準 ・送金額 ・本 国の家族 の消費水準 を内生的 に決定す る。
効用水準を最大化する1階 の条件が示 され、4っの内生変数を外生変数による式によって示される解を導出



















本国家族内の地位を説明変数に入れることによって、送金行動を通 じた 目木 と本国家族 との関係を見て
ゆくことにす る。
3.3デ ー タについて
推計 した関数は、被説明変数 「1ヶ月の送金額』R*を、説明変数X、E、Zを 用いて示 している。本調
査の回答者 はタイ とフィ リピンか ら出稼ぎに来ている女性である。アジアか ら日本への出稼 ぎ労働者は、
単身女性が多い ことが指摘 されている。本調査は総件数45件の内、既婚者が39件(注9)(86.7%)と高
い。単身移動は18件、夫婦による移動は18件、子供を伴なっている移動は7件であった。また、夫はいな
いが、子どもと東京で生活 していると回答 した人は2件 であった。
この調査では、「家族」の定義が重要である。また、調査回答者には、既婚者が多い。 このことか ら、




大きな要因 となっている。 この ことから、妻の所得だけでなく 「夫の所得」も説明変数に加えた送金行
動における女性の地位 を合わせて検証 してみたい。
第四章 推計結果
4.1全 サ ンプルの推 計結果





変数 係数 t値 有意確率
切片 一8.112 一1.256 0231
教育年数 0,205 0,507 0,621
年令 一〇」22 一α988 ρ341一
日本滞在年数 一〇.00286 一〇〇7 0,946
子供の人数 3.592***3,314 0006
本人の所得 0.424**2,775 0,016
ダミー:夫の所 得 5193*林 3」18 0,008
ダミー:子供と同居 と子供 無=1.子供 一5.232* 一1.78 α098
ダミー:タイ=1フ ィリピン=0 3.η1 1234 0,205
モデルの決定係数0.764 モデルのF値526
(2)本国に夫あるいは子供を残して流入しているケース
変数 係数 t値 有意確率
切片 一16.796* －t862 0,079
教育年数 0.784**2372 0029
年令 0,171 1,244 立229
日本滞在年数 一〇.635 一1.712 0,104
本人の所得 0.409**2,128 0,047
ダミー :夫の所得 4.003*206 0,054
ダミー:子供 有=L子供無=0 7」63** 2312 0,033
モデルの決定係数0.443 モデルのF値238






係数 t値 有意確率 係数 t値 有意確率 係数 t値 有意確率
切片 一13395 一幅272 0,244 田72 αf36 α9 9439 1,651ω33
夫の所得金額 0,378 1,496 0,1780.05676OO22 0,769一〇.182 －tO13 0,338
本人の所得 0448 1,544 0,167 0303 0,493 0,656
ダミー:本人有業=1、 無業=0 35?2* 1,847OO98









所得水準は送金額の大 きな決定要因 となっている。そこで、最初に女性移動労働者の賃金を決 める変
数 「本人の教育年数」「本人の年令」「滞在年数」を見る。 「本人の教育年数」だけが 「+」で、「本人の
年令」f滞在年数」の符号は 「一」を示 している。f本人の教育年数」が上昇するにつれて所得が上昇 し、
送金額が高まる一方で、 「本人の年令」と 「滞在年数」は賃金水準の上昇に効果はなく、送金額の上昇に
つなが らない とい う結果 を得た。また、これ らの変数の係数 も低く、推計値の有意性 もきわめて低い。
これは、回答者の職種が極めて限られていることか ら、賃金水準を決定する変数による賃金の格差が生
じていないことが、 日本の外国人女性労働市場では起きていることを示 しているものと考え られる。
それでは、所得水準 と送金額の関係は どのような結果になったのであろ うか。表4.1(1)の「本人の所






「夫の所得jの ほ うが 「本人の所得」よりも高 く 「送金金額」に影響を持 っていることが示 され、家
計の所得が上昇するにつれて送金額が上昇 している行動をとっているとの結果 を得た。本人あるいは夫
の所得の上昇に伴 なって送金額が上昇 していることか ら、送金 の 「利他主義仮説」を裏付けるもの とし
て考えられる。
本国の家族の消費水準の上昇は、移動者の効用水準の上昇にっながる。本国に残 した家族 を代表する
変数 として、「子供 と同居=1と するダ ミー変数」と 「子供の人数」を使った。推計結果は 「子供との同
居」の符号は 『一」を示 し、「子供の人数」は 「+」の符号を示 している。また、推計値の有意性 も十分
高い結果を得た。つま り、子供を本国に残 してい る移動者のほ うが、送金額 を高め、また子供の人数が
多いほ ど送金額が高い ことか ら、ここでも移動労働者の本国家族への送金の要因の 「利他主義仮説」が
検証 された と考え られる。
4.2利 他 主義仮 説 の検証(注10)
全サ ンプルを使 った推計結果か ら、タイ ・フィリピンの送金行動に 「利他的側面」を確認できたが、「家
族 との絆」に焦点を当てて さらに詳 しく 「利他主義仮説」を検証す る。 「家族 との絆」の強度を区分する
ために、「本国に配偶者や子供を残 しているサンプル と単身移動のサンプルを合わせた」グループと 「本
国に配偶者や子供を残 していないサンプル」の2グループに区分 し計測 した。その結果は、表4.1(2)(3)




供の有無」の係数に大きな相違があることが示 された。「本国に家族を残 してきた移動者」の 「ダ ミー変
数:子供の有無」の係数は、7.163とこの推計式の他の変数 と比 して最も大きく、また有意な結果を得た。
その一ー一方で全サ ンプルの係数は、-5.232である。 この推計結果 も有意である。 これ らを比較すると、本
国に子供を残 してきた親の立場が、高い送金額の最 も大きな決定要因 とな り、「利他主義仮説」を裏付け
て いる。
さらに、表・i.1(3)でもこの こ とは明確 になった。 「本国 に配 偶者 や子供 を残 してい るサンプル と単身移
動 のサ ンプル を合 わせ た」 グル ープの 「ダ ミー変数:子 供の有無」 の係数 が5.885(表4.1(2)参照)の 一・一ー
方 で、 「B本で子供 と同居 してい る移 動者 」では－L742となった(注11)。この よ うな結 果か らも、 単身
労働 力移動 あるい は子 供 を本 国に残 してい る夫婦移 動 のケースは、「本 国家族 内の地位」を示す変数 が 「送
金額 」 に非常 に高 く影 響 を与 え、本 国家族 の効 用水 準が送金行 動 に大きな影響 を与えてい るこ とが示 さ
れ た。
表4.1の(1)(2>を見る と、所 得 の上昇に伴 なって送金額 が高ま るとい う結果 が両者 に見 られ、しか も 「本
人 の所 得 」 と 「ダ ミー:夫 の所 得 」の両者 の係数 は近似 し、係 数 も有意 であ る。 しか し、表4.1(3)を見
る と、両者 の間 で所得 と送金額 の関係 に相違 が生 じてい る ことが示 され た。 こ こで は、信頼性 の高 い惟
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計結果を用いて論 じるため、表4.1(3)の嫁 族移動型②jを 使 う。 「本国に配偶者や子供を残 しているサ
ンプル と単身移動のサンプル を合わせた」グループでは、体 人の所得」の係数が0.448で、「夫の所得」
の係数が0.378であった。 「家族移動型②」では、「ダミー:本 人の有業 ・無行」の係数は3.572で、r夫の
所得]は 一〇,182とい う結果を得た。
この結果か ら、本国に残 してきた家族への送金行動が、本国家族の効用水準を高めるために行ってい
る 「利他主義仮説」がはっきりと示 された と考え られ る。家族が 日本に同居 しているケースでは、「夫の
所得水準」の係数は一〇.182と、符号は 「一」でさらに、係数 も他の要因に比 して小 さい。このことか ら、
家族が 日本 に同居す る家計 では、夫の所得の上昇に伴なって送金額が上昇するとい う結果を得 られず、
同居す る家族の効用水準の上昇に所得が使われる状況 を示 している。夫 に所得がある場合 とない場合の
格差をみるために、ダ ミー を用いた計測では、係数が4.003(表4.1(2)ダミー:夫 の所得参照)と 他の変
数と比べて高い値を示 し、夫の所得があ り所得が上昇すると本国への送金額を高めている結果を得た。
このよ うにみて くると、∫家族を残 している移動者」の送金額は、「家族が 日本」 とい う家計に比べ、
所得に対する送金性 向が高いことが、以上の推計結果か ら示 された。また、これは家族の効用水準の上
昇を 目的 とした送金行動であることか ら、タイ とフィリピンの送金行動が 「利他主義的」側面を高 く持
った ものであることが示 された。
「木国に家族を残 してい る]回答者28人中27人が、調査時に職業を持 っていた。一方、「家族が 日本」
の回答者の うち職業を持っている比率は47.1%であった。「本国に家族を残 している」家計の女性の所得
水準の送金額 に与える効果は 「+」であるが、係数は低 く 「夫の所得水準」 との合計が 「送金額」を決
定 している状況が うかがえる。「家族が 日本」の家計の妻 に所得がある場合の係数は、3,572と唯一の 「+」
の符 号でかつ高い係数 を示 し、妻の所得によって一家の所得水 準が上昇 し送金額を決定 している様子が
示 された。 この ことか ら、 「本国に家族を残 しているj回 答者の家計では、「夫の所得の有無」が、また
「家族が 日本」とい う回答者の家計では、「妻の所得の有無}が 送金額を決定 していることか ら、家族 を
1単位 とした送金行動が想定できると考える。
送金の契約を履行する仮説に、「教育投資への返済仮説」がある。移動者は本国の移動家計の兄弟姉妹
の内最 も高い教育を受け、家族か ら選ばれて高い所得を得 る職業に就業す ることを期待 されている。本
国での教育資金を提供 した人への返済義務の履行が、「送金jで あるとい う仮説である。教育年数が高ま
るにつれて、送金額が上昇す るとい う計測結果が得 られた場合、この仮説の妥当性を検証できたと考え
られ る。 「教育年数」の係数を見ると、サンプル全体で は0.205、また 「本国に家族 を残 している」家計
の推計値は0.784と、ともに 「+」を示 したが、他の変数の係数に比 して高いとはいえない。 しか し、「本
国に家族 を残 している」家計の推計式を見ると、「人的資本」要因の中では係数が最 も高く、有意水準も
高い。 この ことか ら、送金額への 「教育水準」の要因が高いとい う説明は、「人的投資への返済」 とい う
よ りは、「高い教育水準」によって 「日本への移動が実現 し高い賃金の所得に就業できた」ため、所得が
上昇 し 「送金額を高 くす る』と考えられよ う。
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'第 五 章 結 論
本論文では、外国人労働力が本国家族の生活を背負 って流入 している現状 に焦点を当て、「本国家族の
状況1と 「移動者の 日本での所得稼得」の両面を同時に見ることのできるモデル を提示 し、「送金の利他
主義仮説」を論 じた。 さらに、2001年に東京 ・福生市で実施 したタイとフィリピンからの女性出稼ぎ労
働力への調査を使 って、モデルの推計を行った。
その結果、タイ ・フィ リピンからきている労働者の送金行動に、「利他主義」動機を明確に確認できた。
移動者の送金を履行す る要因は、スタークが 「緩和 された利他主義と賢明な利 己主義の複合」仮説で示
しているように、極端にはr利 己的要素」を内包 しているものと考えることが妥当であろう(RobertE.
B.Lucas,andOdedStark,1985)。こ'の仮説 を検証す るには、送り出 し家計つまり送金の受領者の調査
が必要 となる。 さらに送金 には、本国家族の人間開発指標の向上をもた らす側面がある。送金受領者の
.調査からみた送金仮説の検証に加 えて、送金 と経済発展 との関係 を 「人間開発jの 側面から検証す る視
点も今後進めてゆく予定である。 、
本論文のデータは、 属本で働 くアジアか らの女性出稼 ぎ労働者への調査を基礎 にしている。推計結果
でも一部言及 しているが、外国人出稼ぎ女性の雇用機会が男性に比べて限 られている実体が見 られた。
インタビューでは女性達の職業に関 しては詳 しく聞いていない し、またサンプル数も限 られた ものであ
るのでさらに詳 しく見てゆかなければならない。 しか しアジアか らの女性単純労働者の職業には極めて
問題が多いことは多くの書物で示 されている。 日本での外国人単純労働者の就業は認めていないため、
実態が表面化 しない多くの深刻な現状が放置されている。アジア域内をは じめとする発展途上国か ら日
本 に流入 している単純労働力の実態を、さまざまな側面か ら考えグローバル化の負の側面と人間開発の
向上に資する方策が求められている。



















赤林 英夫 ・井伊雅子 、1999.、家計デ ー タか らみ た南 アフ リカ共和 国の貧困分析 一 特 に家族 内送金 と移
住行動 につ いて一 、『アジア経 済』、XL9・io,pp165-182
注
注1:こ の こ とは 例 え ば 、"TheAgeof!figration-InternationalPopulationMovementsinTheModern
World"StephenCastles&MarkJ.MillerMacmillanSecondEdition1998Chapter6`NewMigrations
inTheAsian-PacificRegion'に書 か れ て い る。
注2:デ ー タ は 、 「4.開 発 途 上 国 の 人 間 貧 困 の 状 況 」 『グm-一ー バ リゼ ー シ ョン と人 間 開 発 』 国 連 開 発 計 画
1999年に依 る。
注3『 国 際 労 働 事 情 』 日本 労 働 研 究 機 構 に よる と 、 タ イ の 貧 困線 以 下 の 人[は 、1999年に そ の 水 準 が 一人
当 た りの 月 収886バ ー ツ と して い る が 、 これ 以 下 の 人 口 は986万人 と増 加 して い る。 東 北 部 は 人 口の
30.8%・南 部15.7%・北 部IO.6%、バ ン コ クお よび 東 部 は0.7%で あ る。
注4:出 所 『海外 労 働 時 報[フ ィ リ ピ ン2002年6月]』ホー ム ペ ー ジ よ りhttp=〃ww//,ji1.go,jp/
注5:こ こ で は 、 タ イ 中央 銀 行 発 表 の 以 下 の 統 計 を参 照 した。
2001-2eO2年の タイの国際 収支 と送 金額 四半 期別(100万US$)
2001 2002
QlP Q2P Q3P Q4P QlP
Ir)comereceipts 1,134 921 870 915 687
Compensationofemployees
323 、 294 295 341 310
a.Goodsand
.




面か ら調査への協力を頂き、面倒な調査の実現に支援 してくだ さった。また調査の補助を して くださ




注7:教 育投 資 と送金 の履行 につ いて 、JohnsonandWhitelaw1974,RempelandLobde111978,は「教
育年数 」 と 「移 動者の送金額 」の正 の関 係 を述べ た。 しか し、LucasandStark(1985)では、教 育水 準
の高 さと 「送 り出 し家計 の受 け取 り金額 」が正の関係 であ るこ とで 十分検 証 した ことにな る と述 べ る。
Hoddinott(1992)Poirine(i995)の二 つ の論 文 も、Stark(1991)の仮説 を検 証 して い る。Johnsonand
Whitelaw1974:RempelandLobdelll978Lucas&Stark(1985)。
注8:リ ス ク回避 と送金 についての論文 は、Hoddinott(1992)とBrownandWalker(1995)がある。
注9:既 婚者 の人数 は、 「夫がい る」 と回答 した人数32名と、 「夫 はい ないが、子 どもがい る」 と回答 した
人数7名 を合 計 した数字 であ る。
注10:本国に家族 を残 してい るサ ンプル に は、未 婚女性 の単身移 動者 も含 まれ る。 このケ・一ーースは28件あ
ったが、そ の内27人の回答 者が職 業を持 ち、移 動家計 におけ る女性 の就 業率 はきわめ て高い。従 って、
「1ヶ月 の所 得水準」 と 「送金額jの 関係 を検 証で きる。一方、家族 が 日本 に同居 してい る家計 では、
夫 の所 得水準 が家計 の主た る役 割 を占め 、回答者 であ る妻 の所 得 は家計 の補 助的 地位 にあった。 そ こ
で、こ こでの推 計には、「所 得の有無」のダ ミー変数 と、「夫 の所 得水準 」を推計式 に投 入 した。また、
計測結 果(2)は 「本 国 に家族 を残 して いるサ ンプル 」 を示 し、(1)「全 サ ンプル 」 と比較 で きる よ う
に ま とめ た。(3)は、 「本 国に家族 を残 してい るサンプル」 と 「家族 が 日本 に同居 してい る家 計 」の結
果 を比較 で きる よ うにま とめた。
注11:「家 族移 動型 」① の計 測結 果の信頼 性 は きわ めて低 い。 そ こで、 「本 人の所得 額」 に代わ って 「ダ
ミー変 数:本 人 有業=1、 無行=0」 を使 って推 計 しそ の結果 を 「家族移 動型② 」に示 した。 この推
計式の信頼 度は 高ま った。 「ダ ミー変数:子 供の有無」の係 数 は、-4.521であった。 この こ とは、11本
での 子供 にかか る費用 が本 国への送金 額 を減少 させ てい る ことを示 し、移 動者家族 の効用水 準 に移 動
者 は関心 を持 ってい るこ とを示 してい る と考 えられ る。
(おぼない ひ ろこ)
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